
「公認会計士監査制度の充実・強化」（抄） 

金融審議会 公認会計士制度部会 報告 

平成１４年１２月１７日 

 

（1）基本的な考え方 

 

公認会計士は、複雑化・多様化・国際化している今日の経済社会において、

不断の自己研鑽による専門的知識の習得、高い倫理観と独立性の保持により、

監査と会計の専門家としての公益上の使命と職責を果たすべきであると基本的

に位置づけられる。 

公認会計士については、量的に拡大するとともに質的な向上も求められてい

る監査証明業務の担い手として、拡大・多様化している監査証明業務以外の担

い手として、さらには、企業などにおける専門的な実務の担い手として、経済

社会における重要な役割を担うことが一層求められている。 

 

（2) 公認会計士の資質の向上 

 

① 求められる資質・モラル 

 

公認会計士を取り巻く環境の変化に伴い、公認会計士に対しては、より高

い資質・モラルが期待されており、深い専門的能力に加えて、幅広い識見、

思考能力、判断能力、国際的視野と語学力、指導力などが一層求められてい

る。 

公認会計士試験を通じ、また、資格取得時はもちろんのこと、むしろ、資

格取得後においてこそ、専門的職業人材としての不断の自己研鑽が求められ

る。 

 

② 登録更新制度の導入と｢継続的専門研修｣の履修の義務づけ 

 

公認会計士が監査証明業務を的確に行うためには、資格取得後も、その専

門的能力と幅広い識見を維持・向上させていくことが重要である。 

このため、公認会計士の登録については、法制度上、一定の有効期間を設

けるとともに、引き続き登録する場合には、登録の更新を必要とする「更新

制度」を導入する方向で検討することが適切である。 

ただし、その導入に当たっては、本年４月から導入された公認会計士協会

の「自主規制」による「継続的専門研修」の義務づけの効果を適切に評価す
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ることが必要である。 

また、併せて、法制度上、｢継続的専門研修｣の受講を義務づけるとともに、

当該受講を「更新制度」における要件の一つとする方向で検討することが適

切である。 

 

（3）公認会計士試験制度の見直し 

 

① 具体的な方策 

 

我が国の経済社会において公認会計士が担うべき役割にかんがみ、監査証

明業務に従事するにふさわしい一定水準の能力を有する監査と会計の専門家

の存在を今後とも確保していくことが必要不可欠である。 

このために、公認会計士試験制度を見直すことが必要である。 

公認会計士の人数の拡大については、試験合格者の資質を確保しつつ、受

験者数の大幅な増加を図るための方策、専門資格者などに対する試験の免除、

高度な専門的職業人材の養成に特化した教育課程との連携が不可欠である。 

まず、第一に、受験者数の増加については、社会人を含めた多様な人材に

とっても受験しやすい試験制度への見直しが必要である。 

具体的には、現行、「３段階・５回」となっている試験体系を「１段階・

２回」(短答式及び論文式試験）とするなど試験体系の大幅な簡素化、試験科

目の見直し、科目合格制の導入、試験免除の拡大など、国際会計士連盟（Ｉ

ＦＡＣ）をはじめとする国際的な動向にも配慮するとともに、実務に係る経

済界の適切な協力も得て、資質を確保しつつ、受験者の負担を軽減するべく、

試験制度の見直しを行うことが適切である。 

第二に、一定の厳格な要件の下で、専門資格者、企業などにおける実務経

験を通じて専門資格者と同等の能力を有すると認められる者などに対する試

験科目の一部免除などを導入することが適切である。 

第三に、専門性や実務を重視した教育を通じた取組みが重要である。「専

門職大学院」などの高度な専門的職業人材の養成に特化した教育課程につい

ては、設置主体となり得る当事者や関係者も含めて、求められるスキル、レ

ベル、カリキュラムなどの要件について、公認会計士試験制度との連携を視

野に入れた検討に早急に着手し、早期に具体化に向けた合意を得ることが重

要である。 

なお、公認会計士試験の合格者については、実務経験などの一定の要件を

満たすことによって公認会計士となる資格を有することとなり、その後の登

録を経て「公認会計士」の名称をもって監査証明業務をはじめとする業務を
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行うことができることとすることが適切である。実務経験などの一定の要件

を満たすかどうかについては、的確な判断が確保されるよう適切な措置が講

じられることが必要である。 

また、登録については、有効期間を設け、引き続き登録を更新する際の要

件として、公認会計士協会による「継続的専門研修」の受講を位置づけるこ

とが適切である。 

 

② 量的な規模 

 

公認会計士の数についての具体的な拡大規模に関しては、一義的に、適正

な公認会計士の数を算出することは困難であると言わざるを得ない。 

しかしながら、公認会計士試験制度を管理し、運営していく立場にある行

政としては将来輩出され、我が国の経済社会を支える公認会計士の規模につ

いて、一定の目標と見通しを有することが適切である。 

例えば、平成３０年頃までに公認会計士の総数が５万人程度の規模となる

ことを見込み、年間２,０００名から３,０００名が新たな試験合格者となる

ことを目指しつつ、公認会計士試験制度の見直しと運営を行うことが考えら

れる。 

なお、公認会計士試験制度の見直しに当たっては、受験志望者の新制度に

向けた準備、現行制度における「会計士補」の位置づけなどに配意した一定

の経過的な措置も併せて講じることが適切である。 
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第１次試験 第２次試験 第３次試験
合格
／

登録

【公認会計士試験制度改正の概要】

論文式試験

短答式試験

口述試験

筆記試験
実務
経験

会
計
士
補

論文式試験短答式試験
実務経験

必須科目
•会計学
•監査論
•企業法
•租税法

選択（１科目）
•経営学
•経済学
•民法
•統計学

•財務会計論
•管理会計論
•監査論
•企業法

旧
試
験
制
度

新
試
験
制
度

•会計学 ・商法

必須科目
•会計学
•商法

選択科目（２科目）
•経営学 ・経済学
•民法

筆記試験

•国語
•数学
•英語
•論文

合格者
免除者

合格者・免除者 合格者・免除者

合格者
免除者

合格者
免除者

合格 登録

改
正

１．試験体系を３段階５回から１段階２回（短答式試験、論文式試験）に簡素化
２．試験の一部免除の拡大等

・一定要件を満たした実務経験者、専門職大学院修了者などに対する試験科目の一部免除
・短答式試験合格者に対して、有効期限を設けた「短答式試験免除」を導入
・論文式試験について、有効期限を設けた「科目免除」の導入

３．実務経験の位置付け変更（公認会計士の登録要件に変更）
４．会計士補の資格の廃止 等

（１月頃実施）
（５月頃実施）

（８月頃実施）

（１１月頃実施）

（１～３月頃実施）

３月発表 ４月願書受付 １１月発表 ３月発表１０月公告 １１月公告 ８月公告

実務経験
実務補習（１年以上）

＋
業務補助・実務従事

（２年以上）

実務補習
日本公認会計士協会による
修了考査の合格が条件

業務補助等（2年以上）
※試験合格前後不問

２月願書受付

（５月末、６月
初頃実施）

（８月頃実施）

１１月発表公告

公

認

会

計

士

1
0
4



新たな公認会計士試験制度等の仕組み

多　様　な　受　験　者

（受験資格：制限なし）
実務経験者

会計専門職大学院の修士
（専門職）学位取得者

短　答　式　試　験
  （財務会計論、管理会計論、監査論、企業法）

論　文　式　試　験
  必須：会計学（財務会計論・管理会計論）、監査論、企業法、租税法
  選択：経営学、経済学、民法、統計学の内から１科目

合　　　格

業　務　補　助　等 実　務　補　習

修　　　了

日本公認会計士協会
による修了考査

公 認 会 計 士

登　　　録

監査証明業務 非監査証明業務

企業等へ
の就職 事業活動

一部試験科目の免除一部試験科目の免除

実　務　経　験

・期間は２年以上
・試験合格の前後は問わない
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平成 15 年の改正公認会計士法における経過措置について 

 

 

・会計士補に関する経過措置 

平成 18 年１月１日から会計士補制度は廃止されたが、その際に現に会計士補

である者及び会計士補となる資格を有する者は、改正公認会計士法施行後も「会

計士補」として引き続き業務を行うことができるほか、それまでに行った業務

補助等及び実務補習の新制度への引き継ぎが認められるなどの措置が設けられ

ている。 

 

・第２次試験合格者に関する経過措置 

第３次試験が廃止されることから、旧第２次試験合格者は、新公認会計士試

験の短答式試験に合格した者とみなされ、新試験の短答式試験が免除されるほ

か、その申請により論文式試験の会計学、企業法及び選択科目が免除されるこ

とになる。したがって、論文式試験は、監査論と租税法を受験すればよいこと

となる。 

また、旧第２次試験合格者で業務補助等や実務補習が未修了であっても、平

成 18 年から新試験を受験することができる。 

 

・その他の経過措置 

上記の経過措置のほか、公認会計士の資格、旧司法試験合格者等に関する措

置、業務補助等の期間及び実務補習に関する措置などが設けられている。 

 

106



平成１８年公認会計士試験
（平成18年７月５日発表）

短答式試験合格者調

107



１．年別合格者調

願書提出者 短答式試験 短答式試験 合　格　率 短答式試験 論文式試験

年　別 受　験　者 合　格　者 免　除　者 受験資格者

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） Ｃ／Ｂ （Ｄ） Ｃ＋Ｄ
人 人 人 ％ 人 人 

平成１８ 20,796 16,210 5,031 31.0 4,586 9,617

（注） 短答式試験免除者には、旧第２次試験合格者等のみなし合格者を含む。

（参考）過去の第２次試験結果状況
願書提出者 論文式試験 合　格　者

年　別 受験資格者

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
人 人 人 ％ ％

平成　７ 10,414 3,027 722 6.9 23.9

８ 10,183 3,017 672 6.6 22.3

９ 10,033 3,147 673 6.7 21.4

１０ 10,006 3,395 672 6.7 19.8

１１ 10,265 3,320 786 7.7 23.7

１２ 11,058 3,381 838 7.6 24.8

１３ 12,073 3,336 961 8.0 28.8

１４ 13,389 3,414 1,148 8.6 33.6

１５ 14,978 3,404 1,262 8.4 37.1

１６ 16,310 3,278 1,378 8.4 42.0

１７ 15,322 3,548 1,308 8.5 36.9

合　　計 134,031 36,267 10,420 7.8 28.7

合　格　率

短答式試験合格者中
　　  最高年齢 ６９歳、最低年齢 １８歳、女性 ８２６人
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２．年齢別合格者調

短答式 短答式 合　格 短答式 短答式 論文式

区　　　分 合格者 受　験

受験者 合格者 割　合 構成比 免除者 資格者
人 人 ％ ％ 人 人 

20歳未満 308 20 6.5 0.4 0 20

20歳以上25歳未満 6,767 2,081 30.8 41.4 981 3,062

25歳以上30歳未満 5,164 1,888 36.6 37.5 2,148 4,036

30歳以上35歳未満 2,263 725 32.0 14.4 962 1,687

35歳以上40歳未満 866 214 24.7 4.3 303 517

40歳以上45歳未満 429 63 14.7 1.3 97 160

45歳以上50歳未満 183 21 11.5 0.4 36 57

50歳以上55歳未満 104 12 11.5 0.2 15 27

55歳以上60歳未満 73 4 5.5 0.1 13 17

60歳以上65歳未満 26 1 3.8 0.0 6 7

65歳以上 27 2 7.4 0.0 25 27

合　　　　計 16,210 5,031 31.0 100.0 4,586 9,617

平成１８年
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３．学歴別合格者調

短答式 短答式 合　格 短答式 短答式 論文式

区　　　分 合格者 受　験

受験者 合格者 割　合 構成比 免除者 資格者
人 人 ％ ％ 人 人 

大 学 院 修 了 602 179 29.7 3.6 204 383

大 学 院 在 学 168 35 20.8 0.7 27 62

会 計 専 門 職
大 学 院 在 学

404 101 25.0 2.0 6 107

大 学 卒 業 10,159 3,636 35.8 72.3 4,134 7,770

大 学 在 学 3,810 886 23.3 17.6 112 998

そ の 他 1,067 194 18.2 3.9 103 297

合　　　　計 16,210 5,031 31.0 100.0 4,586 9,617

平成１８年
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４．職業別合格者調

短答式 短答式 合　格 短答式 短答式 論文式

区　　　分 合格者 受　験

受験者 合格者 割　合 構成比 免除者 資格者
人 人 ％ ％ 人 人 

会 計 士 補 0 0 0.0 0.0 4,317 4,317

会 計 事 務 所 員 424 134 31.6 2.7 39 173

税 理 士 125 39 31.2 0.8 28 67

会 社 員 1,573 211 13.4 4.2 50 261

公 務 員 202 26 12.9 0.5 28 54

教 員 61 5 8.2 0.1 11 16

教育・学習支援者 86 28 32.6 0.6 9 37

学 生 4,448 1,047 23.5 20.8 33 1,080

専 修 学 校 ・
各種学校受講生

3,826 1,461 38.2 29.0 1 1,462

無 職 5,298 2,060 38.9 40.9 18 2,078

そ の 他 167 20 12.0 0.4 52 72

合　　　　計 16,210 5,031 31.0 100.0 4,586 9,617

平成１８年
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５．財務局別合格者調

短答式 短答式 合　格 短答式 短答式 論文式

区　　　分 合格者 受　験

受験者 合格者 割　合 構成比 免除者 資格者
人 人 ％ ％ 人 人 

北 海 道 266 76 28.6 1.5 54 130

東 北 375 92 24.5 1.8 54 146

関 東 9,790 3,036 31.0 60.3 3,203 6,239

北 陸 214 88 41.1 1.7 45 133

東 海 1,010 344 34.1 6.8 253 597

近 畿 3,363 1,053 31.3 20.9 748 1,801

中 国 242 88 36.4 1.7 69 157

四 国 166 49 29.5 1.0 29 78

九 州 115 26 22.6 0.5 10 36

福 岡 628 172 27.4 3.4 115 287

沖 縄 41 7 17.1 0.1 6 13

合　　　　計 16,210 5,031 31.0 100.0 4,586 9,617

平成１８年
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平成 18年公認会計士試験

合格者調

（平成18年11月20日発表）
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1．年別合格者調

論 文 式

受 験 者

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｃ)／(Ａ) (Ｃ)／(Ｂ)

人 人 人 ％ ％

20,796 9,617 3,108 14.9 32.3

平成 18年合格者中
最高年齢63歳、最低年齢20歳、女性619人

(参考)過去の第２次試験結果状況

論 文 式

受 験 者

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｃ)／(Ａ) (Ｃ)／(Ｂ)

人 人 人 ％ ％

10,414 3,027 722 6.9 23.9

10,183 3,017 672 6.6 22.3

10,033 3,147 673 6.7 21.4

10,006 3,395 672 6.7 19.8

10,265 3,320 786 7.7 23.7

11,058 3,381 838 7.6 24.8

12,073 3,336 961 8.0 28.8

13,389 3,414 1,148 8.6 33.6

14,978 3,404 1,262 8.4 37.1

16,310 3,278 1,378 8.4 42.0

15,322 3,548 1,308 8.5 36.9

134,031 36,267 10,420 7.8 28.7

※昭和24年から平成17年累計
　願書提出者：321,580人、合格者：24,430人、合格率：7.6％
　

年 別
合　格　率

合 格 者願 書 提 出 者

      15

      16

      17

合計

      11

      12

      13

      14

平成　7

      8

      9

      10

平成 18

合　格　率
願 書 提 出 者 合 格 者

年 別
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2．年齢別合格者調

論 文 式 合 格 者
受 験 者 構 成 比

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｃ)／(Ａ) (Ｃ)／(Ｂ)

人 人 人 ％ ％ ％

20歳未満 126 6 0 0.0 0.0 0.0

20歳以上25歳未満 6,675 2,445 855 12.8 35.0 27.5

25歳以上30歳未満 7,849 4,281 1,457 18.6 34.0 46.9

30歳以上35歳未満 3,663 1,947 586 16.0 30.1 18.8

35歳以上40歳未満 1,380 621 162 11.7 26.1 5.2

40歳以上45歳未満 549 168 24 4.4 14.3 0.8

45歳以上50歳未満 246 65 13 5.3 20.0 0.4

50歳以上55歳未満 125 31 5 4.0 16.1 0.2

55歳以上60歳未満 98 19 4 4.1 21.1 0.1

60歳以上65歳未満 31 7 2 6.5 28.6 0.1

65歳以上 54 27 0 0.0 0.0 0.0

20,796 9,617 3,108 14.9 32.3 100.0

平成 18年

合　格　率
願書提出者 合 格 者

合　　計

区　　分
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3．学歴別合格者調

論 文 式 合 格 者
受 験 者 構 成 比

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｃ)／(Ａ) (Ｃ)／(Ｂ)

人 人 人 ％ ％ ％

806 383 123 15.3 32.1 4.0

195 62 25 12.8 40.3 0.8

410 107 20 4.9 18.7 0.6

14,293 7,770 2,568 18.0 33.1 82.6

3,922 998 308 7.9 30.9 9.9

1,170 297 64 5.5 21.5 2.1

20,796 9,617 3,108 14.9 32.3 100.0

平成 18年

願書提出者 合 格 者
合　格　率

区　　分

大 学 院 在 学

大 学 院 修 了

合　　計

会 計 専 門 職
大 学 院 在 学

そ の 他

大 学 卒 業
（短大含む）

大 学 在 学
（短大含む）
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4．職業別合格者調

論 文 式 合 格 者
受 験 者 構 成 比

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｃ)／(Ａ) (Ｃ)／(Ｂ)

人 人 人 ％ ％ ％

4,317 4,317 1,687 39.1 39.1 54.1

463 173 38 8.2 22.0 1.3

153 67 6 3.9 9.0 0.2

1,623 261 53 3.3 20.3 1.7

230 54 6 2.6 11.1 0.2

72 16 2 2.8 12.5 0.1

95 37 5 5.3 13.5 0.1

4,481 1,080 329 7.3 30.5 10.6

3,827 1,462 410 10.7 28.0 13.2

5,316 2,078 564 10.6 27.1 18.2

219 72 8 3.7 11.1 0.3

20,796 9,617 3,108 14.9 32.3 100.0

平成 18年

合 格 者
合　格　率

区　　分

税 理 士

会 計 事 務 所 員

会 計 士 補

願書提出者

合　　計

会 社 員

そ の 他

公 務 員

教 員

専 修 学 校 ・
各種学校受講生

無 職

教育・学習支援者

学 生
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5．財務局別合格者調

論 文 式 合 格 者
受 験 者 構 成 比

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｃ)／(Ａ) (Ｃ)／(Ｂ)

人 人 人 ％ ％ ％

320 130 53 16.6 40.8 1.8

429 146 43 10.0 29.5 1.4

12,993 6,239 2,006 15.4 32.2 64.4

259 133 46 17.8 34.6 1.5

1,263 597 188 14.9 31.5 6.0

4,111 1,801 595 14.5 33.0 19.1

311 157 54 17.4 34.4 1.7

195 78 24 12.3 30.8 0.8

125 36 8 6.4 22.2 0.3

743 287 86 11.6 30.0 2.8

47 13 5 10.6 38.5 0.2

20,796 9,617 3,108 14.9 32.3 100.0

平成 18年

願書提出者 合 格 者
合　格　率

合　　計

北 陸

沖 縄

東 海

近 畿

九 州

福 岡

北 海 道

区　　分

中 国

四 国

関 東

東 北
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平成 19年公認会計士試験

短答式試験合格者調

（平成19年６月28日発表）

119



１．年別合格者調 

 

区  分 平成１９年 平成１８年 増減 

受験願書提出者総数 ２０，９２６人 ２０，７９６人 ＋１３０人

旧第 2 次試験合格者(a) ２，７０６人 ４，４８５人 
 

(a)を除く願書提出数 １８，２２０人 １６，３１１人 ＋１，９０９人

短答式試験受験者数(b) １４，６０８人 １６，２１０人 －１，６０２人

短答式試験合格者数(c) (注 1) ２，７０９人 ５，０３１人 －２，３２２人

  合  格  率 (c/b) １８．５％ ３１．０％ 

短答式試験通過者数(d) ６，２４１人 ５，０３１人 ＋１，２１０人

平年 19 年短答式試験合格者 ２，７０９人 ― 
 

平成 18 年短答式試験合格者 ３，５３２人 ５，０３１人 

旧第 2次試験合格者等短答式試験

免除者数(e)(注 2) 
２，７８６人 ４，５８６人 －１，８００人

論文式試験受験資格者数(d＋e) ９，０２７人 ９，６１７人 －５９０人

 
（注１）平成 19 年の短答式試験合格者に、前年の短答式試験合格者で本年の短答式試験

が免除された 3,532 人を加えると、短答式試験を通過した者は 6,241 人((d)の平成

19 年欄参照)となり、平成 18 年の短答式試験合格者 5,031 人に比べ、1,210 人の実

質増加（24.1％増）となる。 

（注２）平成 18 年は、旧第２次試験合格者 4,485 人及び大学教授・司法試験合格者等の

免除者 101 人の合計。平成 19 年は、旧第２次試験合格者 2,706 人及び大学教授・

司法試験合格者等の免除者 80 人の合計。 
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2．年齢別合格者調

短 答 式 短 答 式 短 答 式 短 答 式 論 文 式

合 格 者 受 験

受 験 者 合 格 者 構 成 比 免 除 者 資 格 者

人 人 ％ ％ 人 人

20歳未満 282 13 4.6 0.4 1 14

20歳以上25歳未満 6,084 1,330 21.9 49.3 1,249 2,579

25歳以上30歳未満 4,397 920 20.9 34.1 2,837 3,757

30歳以上35歳未満 2,016 281 13.9 10.3 1,403 1,684

35歳以上40歳未満 880 106 12.0 3.9 526 632

40歳以上45歳未満 434 39 9.0 1.4 159 198

45歳以上50歳未満 227 12 5.3 0.4 63 75

50歳以上55歳未満 124 3 2.4 0.1 25 28

55歳以上60歳未満 93 4 4.3 0.1 20 24

60歳以上65歳未満 30 0 0.0 0.0 10 10

65歳以上 41 1 2.4 0.0 25 26

14,608 2,709 18.5 100.0 6,318 9,027

(注) 平成19年6月28日時点 平成 19年

合　　計

区　　分 合 格 率
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3．学歴別合格者調

短 答 式 短 答 式 短 答 式 短 答 式 論 文 式

合 格 者 受 験

受 験 者 合 格 者 構 成 比 免 除 者 資 格 者

人 人 ％ ％ 人 人

535 75 14.0 2.8 277 352

297 138 46.5 5.1 62 200

92 16 17.4 0.6 30 46

398 78 19.6 2.9 61 139

8,333 1,582 19.0 58.3 5,415 6,997

3,733 688 18.4 25.4 247 935

975 99 10.2 3.6 164 263

245 33 13.5 1.3 62 95

14,608 2,709 18.5 100.0 6,318 9,027

平成 19年

大 学 院 在 学

合　　計

会 計 専 門 職
大 学 院 在 学

高 校 卒 業

そ の 他

大 学 卒 業
（ 短 大 含 む ）

大 学 在 学
（ 短 大 含 む ）

会 計 専 門 職
大 学 院 修 了

合 格 率

大 学 院 修 了

区　　分
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4．職業別合格者調

短 答 式 短 答 式 短 答 式 短 答 式 論 文 式

合 格 者 受 験

受 験 者 合 格 者 構 成 比 免 除 者 資 格 者

人 人 ％ ％ 人 人

0 0 0.0 0.0 2,578 2,578

379 45 11.9 1.7 632 677

87 9 10.3 0.4 60 69

1,727 114 6.6 4.2 262 376

226 14 6.2 0.5 38 52

54 4 7.4 0.1 18 22

64 11 17.2 0.4 26 37

5,248 1,071 20.4 39.5 527 1,598

3,229 777 24.1 28.7 1,064 1,841

3,442 651 18.9 24.1 1,060 1,711

152 13 8.6 0.4 53 66

14,608 2,709 18.5 100.0 6,318 9,027

平成 19年

合 格 率

合　　計

会 社 員

そ の 他

公 務 員

教 員

専 修 学 校 ・
各 種 学 校 受 講 生

無 職

教育・学習支援者

学 生

税 理 士

会 計 事 務 所 員

会 計 士 補

区　　分

123



5．財務局別合格者調

短 答 式 短 答 式 短 答 式 短 答 式 論 文 式

合 格 者 受 験

受 験 者 合 格 者 構 成 比 免 除 者 資 格 者

人 人 ％ ％ 人 人

285 51 17.9 1.9 88 139 

347 67 19.3 2.5 95 162 

8,923 1,616 18.1 59.7 4,118 5,734 

152 30 19.7 1.1 74 104 

841 149 17.7 5.5 397 546 

3,017 628 20.8 23.2 1,148 1,776 

202 42 20.8 1.6 101 143 

141 19 13.5 0.7 54 73 

100 15 15.0 0.5 34 49 

561 88 15.7 3.2 197 285 

39 4 10.3 0.1 12 16 

14,608 2,709 18.5 100.0 6,318 9,027 

平成 19年

合 格 率区　　分

四 国

関 東

東 北

北 海 道

合　　計

北 陸

沖 縄

東 海

近 畿

九 州

福 岡

中 国
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公 認 会 計 士 試 験 実 施 規 則 
平成１６年 ４月２０日決定 
平成１７年１１月 １日改正 
平成１８年１２月１９日改正 

 
第１章 総則 

 
（目的） 
第１条 この実施規則は、公認会計士・監査審査会運営規程第8条の規定に基づき、

公認会計士試験（以下「試験」という。）に関する必要な細目について定めるこ

とを目的とする。  
 
（試験委員の定数） 
第２条 試験委員の定数は、次のとおりとする。 

一 財務会計論については、18 名以内 
二 管理会計論については、12 名以内 
三 監査論については、16 名以内 
四 企業法については、12 名以内 
五 租税法については、16 名以内 
六 経営学については、8 名以内 
七 経済学については、8 名以内 
八 民法については、4 名以内 
九 統計学については、4 名以内 

 
（試験委員の任期） 
第３条 試験委員の任期は、１年とする。ただし、３年以内において再任すること

を妨げない。 
 
（試験の問題作成及び採点） 
第４条 試験の問題作成及び採点基準は、各科目の試験委員の協議によることとす

る。 
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（受験案内） 
第５条 試験の概要及び受験要領を記載した受験案内を作成する。 

 
第２章 短答式試験 

 
（試験の実施） 
第６条 短答式試験は、財務会計論、管理会計論、監査論及び企業法について実施

する。 
２ 試験時間は、財務会計論１８０分、管理会計論、監査論及び企業法各９０分と

する。 
３ 問題数は、財務会計論４０問、管理会計論、監査論及び企業法各２０問とする。 
４ 配点は、財務会計論２００点、管理会計論、監査論及び企業法各１００点とす

る。各問５点を基本とするが、各問の配点に差を設けることができるものとする。

配点に差を設けたときは、問題文に明示する。 
５ 解答方式は、マークシート方式とする。 
 
（合格基準） 
第７条 短答式試験の合格基準は、総点数の７０％を基準として、公認会計士・監

査審査会が相当と認めた得点比率とする。ただし、１科目につき、その満点の  

４０％に満たないもののある者は、不合格とすることができる。 
 

第３章 論文式試験 
 
（試験の実施） 
第８条 論文式試験は、会計学（財務会計論及び管理会計論をいう。）、監査論、企

業法、租税法、経営学、経済学、民法及び統計学について実施する。 
２ 試験時間は、会計学３００分、監査論、企業法、租税法、経営学、経済学、民

法及び統計学各１２０分とする。 
３ 問題数は、会計学大問５問、監査論、企業法、租税法、経営学、経済学、民法

及び統計学大問各２問とする。大問には小問等を設けることができるものとする。 
４ 配点は、会計学３００点、監査論、企業法、租税法、経営学、経済学、民法及

び統計学各１００点とする。大問１問につき５０点を基本とするが、大問各問の
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配点に差を設けることができるものとする。大問各問の配点は、問題文に明示す

る。 
 
（合格基準） 
第９条 論文式試験の合格基準は、５２％の得点比率を基準として、公認会計士・

監査審査会が相当と認めた得点比率とする。ただし、１科目につき、その得点比

率が４０％に満たないもののある者は、不合格とすることができる。 
  
（科目合格基準） 
第１０条 公認会計士法第１０条第２項の公認会計士・監査審査会が相当と認める

成績を得た者とは、当該科目について、同一の回の公認会計士試験における公認

会計士試験合格者の平均得点比率を基準として、公認会計士・監査審査会が相当

と認めた得点比率以上を得た者とする。 
 

（採点格差の調整） 
第１１条 論文式試験の採点格差の調整は、標準偏差により行う。 
 
（民法の出題範囲） 
第１２条 民法の出題範囲は、民法典第１編から第３編を主とし、第４編及び第５

編並びに関連する特別法を含む。 
 
（試験用法文） 
第１３条 企業法（短答式試験を除く。）及び民法については、受験者に必要な法

文を示して行う。 
 
（成績通知） 
第１４条 論文式試験受験者で不合格となった者には、科目及び総合の得点率を区

分した成績を通知する。 
 

附 則 
この実施規則は、平成１８年１月１日から適用する。ただし、適用の日前に実

施の公告がされた第３次試験及び公認会計士法附則第８条第２項の規定による
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第３次試験については、なお従前の例による。 
 

附 則 
この実施規則は、平成１８年１２月１９日から適用する。 
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公認会計士試験実施検討グループメンバー名簿 

       (平成 19 年 9 月 6 日現在) 

 

（ 氏 名 ）       （ 現  職 ） 

 脇 田 良 一   公認会計士・監査審査会常勤委員 

河 合 忠 彦    筑波大学大学院ビジネス科学研究科教授 

上 林 三子雄    日本公認会計士協会常務理事 

櫻 井 久 勝    公認会計士・監査審査会委員  

繁 桝 算 男    東京大学大学院総合文化研究科教授 

柴   健 次    関西大学大学院会計研究科教授 

関   哲 夫   新日本製鐵㈱常任監査役 

髙 橋 厚 男   公認会計士・監査審査会委員 

辻 山 栄 子   早稲田大学商学学術院教授 

永 井 和 之   中央大学法学部教授 

西 村 和 雄   京都大学経済研究所教授 

八 田 進 二   青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科教授 

廣 本 敏 郎   一橋大学大学院商学研究科教授 

藤 沼 亜 起   日本公認会計士協会相談役 

増 田 宏 一   日本公認会計士協会会長  

水 野 忠 恒   一橋大学大学院法学研究科教授 

山 浦 久 司   明治大学大学院会計専門職研究科教授 

美 添 泰 人   青山学院大学経済学部教授 

（オブザーバー） 

     三 井 秀 範   金融庁総務企画局企業開示課長 

                 

(五十音順・敬称略) 

公認会計士試験 
実施検討小委員長 
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平成 19 年 9 月 6 日 
公認会計士・監査審査会 

 
公認会計士試験実施の改善について（中間報告） 

 
 現行の公認会計士試験制度は、公認会計士の質を確保しつつ、多様な人材を

提供することを目的として、平成 15 年の改正公認会計士法に基づき、昨年よ

り実施されているものです。 
  

近年の会計監査の重要性の高まりや、公認会計士の果たす役割の拡大に伴う

経済社会による公認会計士に対する質の確保と量的拡大の要請の増大に鑑み、

同試験の趣旨をより実現し、多様な人々にとって同試験がより魅力的なものと

なり、多くの人々が同試験に挑戦するよう、その実施面での改善に向けて検討

するため、本年 5 月に公認会計士・監査審査会（以下「審査会」という。）に

置かれている公認会計士実施検討小委員会の下に公認会計士試験実施検討グ

ループ（以下「検討グループ」という。）を設けました。 
 
検討グループは、7 月から検討を開始しており、具体的な改善策について、

方向性が見出せたものから実施に向けた検討を行うべしとして、審査会に対し

て、その検討状況の経過報告がありました。 
 
審査会は、検討グループでの経過報告を踏まえ、以下の事項につき、平成

20 年試験より、試験実施の改善を図ることといたします。 
 
◇ 短短答答式式試試験験 
 
① 基本的な専門的知識を幅広く問う試験とする。 
② 現行の 2 週間の週末にわたる 2 日間の実施日程を短縮し、週末 1 日の試験

とする。 
 
◇ 論論文文式式試試験験 
 
① 思考力、判断力、応用能力、論述力等を問う試験とし、出題範囲は、短答

式試験よりも絞り込む。 
② 現行では企業法、民法について、法文集を受験時に配布した上で試験を実

施しているが、新たに、会計学、監査論、租税法についても、法文、基準

集を受験時に配布した上で試験を実施する。 
③ 現行の平日 3 日間の実施日程について、例えば、金土日といった、連続す

る平日 1 日、週末 2 日の試験とする。 
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 また、次の事項につき、試験実施の改善を図る方向で検討を行います。 
 
◇ 短短答答式式試試験験 
 
○ 現行では、年 1 回実施される短答式試験の合格者が年 1 回実施される論文

式試験を受験できることとなっているが、平成 22 年試験より、論文式試験

に先立って、短答式試験を年２回実施する。 
 
検討グループは、引き続き公認会計士試験の実施の改善に向けた検討を進め、

本年 10 月を目途にその考え方について意見のとりまとめを行っていく予定で

す。審査会としても、検討グループでの意見のとりまとめを踏まえ、試験の改

善の実施に向けた検討を速やかに行っていくとともに、その具体的な改善策、

実施時期につき公表していく予定です。 
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